
業務棚卸評価シート 1/5

23年度 24年度 25年度 14,785 14,785 14,256 14,256

1 総
公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

公有地拡大の推進に関す
る法律に基づき、公共目
的のために必要な土地を
先買いする。

市民及
び事業

者

定
例
定
型

受付件数 ２０件 ２０件 ２０件 １９件
届出・申出の事務を
適切に行っており、
成果が出ている。

Ａ 未 中 高 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

1

公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

「土地有償譲
渡届出書」及
び「土地買取
希望申出書」
の審査・受付

審査・受付件
数

２０件 １９件

「土地有償譲
渡届出書」及
び「土地買取
希望申出書」
の審査・受付

審査・受付の
適正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

県及び事業課
との連絡調整

連絡調整の回
数

必要に応
じた回数

１９回
県及び事業課
への照会

照会事務の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1

公有地の拡大の
推進に関する法
律に関する事務

届出台帳の整
理

適正処理件数 ２０件 １９件
届出台帳の整
理

台帳整理の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2 総
国土利用計画法
に関する事務

大規模な土地取引につい
ては地域の土地利用に与
える影響が大きいことか
ら適正かつ合理的な土地
利用の確保を図るため。

権利者

定
例
定
型

受付件数 １０件 １０件 １０件 １２件

届出・連絡調整事務
を適切に行ってお
り、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

2
国土利用計画法
に関する事務

「土地売買等
届出書」の審
査・受付

審査・受付件
数

１０件 １２件
「土地売買等
届出書」の審
査・受付

審査・受付の
適正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
国土利用計画法
に関する事務

県及び事業課
との連絡調整

連絡調整の回
数

必要に応
じた回数

１２回
県及び事業課
との連絡調整

連絡調整の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
国土利用計画法
に関する事務

土地取引台帳
の整理

適正処理件数 １０件 １２件
土地取引台帳
の整理

台帳整理の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総

土地の利用及び
取引に係る基本
理念の啓発に関
する事務

ポスターの掲示・パンフ
レットの窓口配布

市民・
事業者

定
例
定
型

啓発回数 年１回 年１回 年１回 １回

ポスターの掲示など
の事務を適切に行っ
ており、成果が出て
いる。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

3

土地の利用及び
取引に係る基本
理念の啓発に関
する事務

国から配布さ
れるポスター
やパンフレッ
トにより啓発

啓発回数 年１回 年１回

国から配布さ
れるポスター
やパンフレッ
トにより啓発

啓発回数 年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4 総
住居表示審議会
の運営

住居表示実施について市
長の諮問に応じて審議
し、答申し、又は意見を
建議する

対象地
区住民

定
例
定
型

開催回数 １回 １回 １回 0 ０回

新たに住居表示を行
う地区がなく未開催
だったが、実施の体
制は整っている

Ａ 102 未 中 高 中
現状維

持
なし

減
ら
す

4
住居表示審議会
の運営

住居表示審議
会の開催（諮
問案件等があ
る場合）

開催回数 １回 ０回 0

住居表示審議
会の開催（諮
問案件等があ
る場合）

開催回数 １回 102
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

有 なし 25
事業№5、№6の事
業と統合し、予算の
削減を図る。

減
ら
す

5 総
住居表示街区案
内板等の維持管
理

住居表示街区案内板等の
維持管理を行い、都市の
美観や風致を維持する

対象地
区住

民・地
区来訪

者

定
例
定
型

撤去、修理
件数

５基 ５基 ５基 85 ２基
対応を要する案内板
の処理を行い、成果
が出ている。

Ａ 168 未 中 中 中
現状維

持
有り

維
持

5

住居表示街区案
内板等の維持管
理

地区に設置し
てある住居表
示街区案内板
の撤去等

住居表示街区
案内板の撤
去、修理件数

５基 ２基 85

地区に設置し
てある住居表
示街区案内板
の撤去等

住居表示街区
案内板の撤
去、修理件数

４基 168
不
可

不
要

済
不
可

有 有り 25

浜見平地区の案内板
をＵＲの事業の中で
整備するよう要請
事業№4、№6の事
業と統合し、予算の
削減を図る。

維
持

6 総
住居表示未実施
区域の住居表示
整備

住居表示を実施すること
により、分かりやすい
「住所」とする

住居表
示実施
地区住
民及び
来訪者

定
例
定
型

周知活動 ２回 ２回 ２回 ２回
アンケートで地域の
ニーズを調査し、成
果が出ている。

Ａ
業
務
計
画

未 中 高 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

6

住居表示未実施
区域の住居表示
整備

住居表示の周
知活動（説明
会・ｱﾝｹｰﾄ調
査）

開催回数 ２回 ２回

住居表示の周
知活動（市民
まなび講座の
開催）

開催回数 ２回

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
建築審査会の運
営

建築基準法に規定する許
可に係る同意及び同法第
９４条第１項の審査請求
に対する審査を行う

建築申
請者及
び審査
請求者

定
例
定
型

開催回数 ６回 ６回 ６回 810 ７回
審査案件が適切に審
議され、成果が出て
いる。

Ａ 992 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

7
建築審査会の運
営

建築審査会の
開催

開催回数 ６回 ７回 810
建築審査会の
開催

開催回数 ６回 992
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

都市計画課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

地域特性を生かした都市空間をつくる

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

都市計画課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称
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23年度 24年度 25年度 14,785 14,785 14,256 14,256

都市計画課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

地域特性を生かした都市空間をつくる

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

都市計画課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

8 総
都市計画審議会
業務

都市計画法の規定により
その権限に属する事項並
びに市長の諮問に応じ調
査審議し、その結果を答
申する

市民及
び事業

者

定
例
定
型

都市計画審
議会開催回
数

５回 ５回 ５回 648 ４回

都市計画に関する権
限に属する事務はす
べて審議され成果が
出ている。

Ａ 753 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

8
都市計画審議会
業務

都市計画審議
会の開催

開催回数 ５回 ４回 648
都市計画審議
会の開催

開催回数 ５回 753
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9 総
都市計画決定及
び変更業務

都市施設等の都市計画決
定及び変更を行い、計画
的なまちづくりを進める

市民及
び事業

者

定
例
定
型

決定及び変
更件数

３件 ３件 ３件 730 ６件

必要とする都市計画
の決定・変更を適切
に行い成果が出てい
る。

Ａ 795

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9
都市計画決定及
び変更業務

都市施設等の
都市計画決定
及び変更

決定及び変更
件数

３件 ６件 310
都市施設等の
都市計画決定
及び変更

決定及び変更
件数

３件 232

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
都市計画決定及
び変更業務

臨時職員によ
る都市計画図
書の電子化等
整備

電子化等の件
数

１００件 １００件 402

臨時職員によ
る都市計画図
書の電子化等
整備

電子化等の件
数

１００件 433

業
務
計
画

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

9
都市計画決定及
び変更業務

各種協議会負
担金の支払い

支払時期 ３月 ８月 18
各種協議会負
担金の支払い

支払時期 ３月 130

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

10 総
都市計画の周知
業務

都市計画の周知等を行
い、計画的なまちづくり
を進める

市民及
び事業

者

定
例
定
型

図面販売枚
数、市民ま
なび講座開
催回数

2800枚、
2回

2800枚、
2回

2800枚、
2回

1,476 100%

都市計画の周知とし
て総括図の販売を適
切に行い成果が出て
いる。

Ａ 1,765 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10
都市計画の周知
業務

窓口・電話等
による都市計
画の説明、総
括図等及び概
要図の頒布

図面販売等の
適正処理率
（年間販売枚
数）

１００％
(2800

枚)

１００％
(2188

枚)
1,476

窓口・電話等
による都市計
画の説明、総
括図等及び概
要図の頒布

図面販売等の
適正処理

１００％
(枚数)

1,765 済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
都市計画の周知
業務

（事業No.12
へ分割）

（事業No.12
へ分割）

11 総
都市計画総括図
等の作成印刷業
務

定
型
定
例

図面作成印
刷枚数

７００枚 ７００枚 ７００枚 566 ７００枚
必要とする印刷物を
納品させ成果が出て
いる。

Ａ 745 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

11

都市計画総括図
等の作成印刷業
務

都市計画基本
図を基に総括
図等の作成・
印刷

図面作成印刷
枚数

７００枚 ７００枚 566

都市計画基本
図を基に総括
図等の作成・
印刷

図面作成印刷
枚数

７００枚 745
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

12 総
地区計画制度の
啓発活動

地区計画制度の周知を行
い、良好な住環境づくり
を進める

市民及
び事業

者

政
策

啓発活動件
数

３件 ３件 ３件 ２回
良好な住環境づくり
に向けた啓発を行い
成果が出ている。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

12
地区計画制度の
啓発活動

地区計画制度
についての啓
発活動

市民まなび講
座等開催回数

３回 ２回
地区計画制度
についての啓
発活動

市民まなび講
座等開催回数

３回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13 総
都市計画基礎調
査業務

都市情報の調査・解析を
行い、計画的なまちづく
りを進める

市民及
び事業

者

定
例
定
型

成果品作成
基礎調査(市
調査分)成果
品の作成

基礎調査の
解析報告書
の作成

9,870
平成24
年３月作

成

必要とする調査デー
タを納品させ成果が
出ている。

Ａ 8,000

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

13
都市計画基礎調
査業務

都市情報の調
査・解析

完成時期 H24.3 H24.3 9,870

業
務
計
画

13
都市計画基礎調
査業務

都市情報の解
析

報告書の完成
時期

H25.3 8,000

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

14 総
都市計画位置確
認申請

都市計画位置確認の証明
を行い、計画的なまちづ
くりを進める

建築計
画者

定
例
定
型

申請処理件
数

１７０件 １７０件 １７０件 ２１５件

215件の申請に対し
て適切に事務を行っ
ており、成果が出て
いる。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

14
都市計画位置確
認申請

申請の受付
申請の受付日
数

年
２４３日

年
２４３日

申請の受付
受付事務の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 14,785 14,785 14,256 14,256

都市計画課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

必要性予算内訳（千円）

改善の内容活動

業務
計画

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

事業の改善提案

地域特性を生かした都市空間をつくる

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動量・サービス量
②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

都市計画課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

14
都市計画位置確
認申請

審査・交付事
務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
(170件)

１００％
(215件)

審査・交付事
務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
(件数)

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15 総
用途地域等の証
明

用途地域等を確認し、証
明書を発行する

申請者

定
例
定
型

受付件数 ３０件 ３０件 ３０件 １５件

15件の申請に対し
て適切に事務を行っ
ており、成果が出て
いる。

Ａ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

15
用途地域等の証
明

申請の受付
申請の受付日
数

年
２４３日

年
２４３日

申請の受付
受付事務の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15
用途地域等の証
明

審査・交付事
務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
(30件)

１００％
(15件)

審査・交付事
務

審査・交付事
務の適正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 総
開発審査会の運
営

開発行為等に関する審査
請求に対する裁決及び市
街化調整区域における開
発許可、建築許可等の審
査を行う

許可申
請者及
び審査
請求者

定
例
定
型

開催回数 ５回 ５回 ４回 600 ４回
審査案件がすべて審
議され、成果が出て
いる。

Ａ 936 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

16
開発審査会の運
営

開発審査会の
開催

開催回数 ５回 ４回 600
開発審査会の
開催

開催回数 ５回 936
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

17 総
用途地域見直し
事業

都市の機能配置、密度構
成等を勘案して、市街地
の土地利用を適正に区分
する

市民及
び事業

者

政
策

成果品作成
用途見直し
素案、原案
の作成

都市計画手
続き
、図書作成

法制度の誘
導１件

平成２４
年３月

用途地域の見直しを
見据えた地区の候補
地を選定され成果が
出ている。

Ａ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

17
用途地域見直し
事業

用途地域見直
しを見据えた
地区計画の検
討

地区計画の検
討

H24.3 H24.3

用途地域見直
しを見据えた
地区計画の都
市計画決定手
続

地区計画の都
市計画決定

H25.3

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18 総
都市計画法第５
３条第１項に基
づく許可

都市計画施設内に建築物
を建築する際の許可申請
書を受理し、許可する

申請者

定
例
定
型

許可件数 ４０件 ４０件 ４０件 ５６件

申請56件に対して
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 中 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

18

都市計画法第５
３条第１項に基
づく許可

申請の受付
申請の受付日
数

年
２４３日

年
２４３日

申請の受付
申請受付の適
正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18

都市計画法第５
３条第１項に基
づく許可

審査・交付事
務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（40
件）

１００％
（56
件）

審査・交付事
務

審査・許可の
適正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総
都市計画法第６
５条第１項に基
づく許可

都市計画事業区域内に仮
設の建築物を建築する際
や工作物を設置する際の
許可申請書を受理し、許
可する

申請者

定
例
定
型

許可件数 １件 １件 １件 １件
申請に対して適切に
事務を行っており、
成果が出ている。

Ａ 未 中 高 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

19

都市計画法第６
５条第１項に基
づく許可

申請の受付
申請の受付日
数

年
２４３日

年
２４３日

申請の受付
申請受付の適
正処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19

都市計画法第６
５条第１項に基
づく許可

審査・許可事
務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（１件）

１００％
（１件）

審査・許可事
務

審査・許可の
適正処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

701 総
土地利用転換計
画に係る調査研
究業務

一定規模以上の土地利用
計画の調整を行い、地域
の特性を活かしたまちづ
くりを目指す

市民及
び事業

者

定
例
定
型

意見書の処
理件数、部
内研究回数

９件、５回 ５回
０件
４回

平成23年7月から土
地利用基本条例が施
行し、条例の枠組み
の中で事務を行うこ
ととなり成果があっ
た。

Ａ 未 高 高 高

701

土地利用転換計
画に係る調査研
究業務

大規模土地利
用計画の照会
に対する意見
書提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
（９件）

１００％
（１件）

※No.22に統
合

701

土地利用転換計
画に係る調査研
究業務

地域特性等に
応じた整備手
法（区画整
理、再開発
等）の研究

部内研究の回
数

５回 ４回

20 総
砂利採取及び土
採取に関する事
務

砂利、土の採取について
必要な規制を行うことに
より、安全の保持と環境
の保全を図る

届出事
業者

定
例
定
型

受付日数 年２４３日 年２４５日 年２４３日 ２４３回

申請がなかったが受
付の準備ができてお
り、成果が見込め
る。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し
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事業の改善提案

地域特性を生かした都市空間をつくる
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当該事務事業
全体の予算額
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要
性

①
人
件
費
減

活動
③
成
果

実績値

都市計画課

事
業
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括
フ
ラ
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課かい名
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指標・目標
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事務事業の
目的・成果

対
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（

顧
客
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事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
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（年
度）

④
市
民
協
働
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民
間
活
用

事業の
方向性
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活動
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活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

事後評価

事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

20

砂利採取及び土
採取に関する事
務

砂利採取法に
基づき県に申
請された採取
計画に対する
意見提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
(0～1件)

１００％
（０件）

砂利採取法に
基づき県に申
請された採取
計画に対する
意見提出

意見書の適正
処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

20

砂利採取及び土
採取に関する事
務

県土採取規制
条例に基づき
申請された採
取計画に対す
る意見提出

意見書の適正
処理率（年間
受理件数）

１００％
(0～1件)

１００％
（０件）

県土採取規制
条例に基づき
申請された採
取計画に対す
る意見提出

意見書の適正
処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21 総
茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

土地利用に関する個別条
例の規範として、地域の
特性に応じた適正かつ合
理的な土地利用を図る。

市民及
び事業

者

定
例
定
型

会議開催回
数

１０回 １０回 １０回 １回
条例の施行が７月か
らとなったが、今後
成果が見込める。

Ｂ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

21

茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

大規模土地利
用行為の届出
における受付
事務

届出の受付日
数

年
２４３日

年
１８２日

大規模土地利
用行為の届出
における受付
事務

届出から３開
庁日以内の公
表

１００％
(件数)

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

21

茅ヶ崎市土地利
用基本条例の運
用

土地利用調整
会議の開催

開催回数 １０回 １回
土地利用調整
会議の開催

届出の翌日か
ら３週間以内
の会議開催

１００％
(件数)

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22 総

茅ヶ崎市土地の
埋立て等の規制
に関する条例の
運用

一定規模以上の埋立て等
の規制を行い、災害発生
の防止及び良好な自然環
境と生活環境の保全を図
る。

申請
者・事
業者

定
例
定
型

許可件数 ３回 １０回 １０回 １回
条例の施行が７月か
らとなったが、今後
成果が見込める。

Ｂ
業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

22

茅ヶ崎市土地の
埋立て等の規制
に関する条例の
運用

申請の受付
申請の受付日
数

年
２４３日

年
１８２日

申請の受付
申請受付事務
の適正処理

１００％
(件数)

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22

茅ヶ崎市土地の
埋立て等の規制
に関する条例の
運用

審査・許可事
務

申請の適正処
理率（年間収
受件数）

１００％
（３件）

１００％
（１件）

審査・許可事
務

審査・許可事
務の適正処理

１００％
(件数)

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

22

茅ヶ崎市土地の
埋立て等の規制
に関する条例の
運用

土砂搬出禁止
区域の指定に
関し、県に意
見書を提出

意見書提出件
数

１００％
(0～1件)

１００％
（０件

土砂搬出禁止
区域の指定に
関し、県に意
見書を提出

意見書提出の
適正処理

１００％
(件数)

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

702 総

用途地域（低層
住居専用地域）
の敷地面積最低
限度指定事業

都市マスタープランが定
める将来都市像である
「湘南の快適環境都市」
の実現を図る

市民及
び事業

者

定
例
定
型

成果品の作
成

都市計画手
続き

都市計画
手続完了

敷地面積最低限度指
定における都市計画
決定がされ成果が出
ている。

Ａ 完 高 高 低

702

用途地域（低層
住居専用地域）
の敷地面積最低
限度指定事業

都市計画変更
手続き

都市計画変更 H24.3 H24.3

702

用途地域（低層
住居専用地域）
の敷地面積最低
限度指定事業

市民説明会及
び関係団体等
へ説明会の開
催

開催回数 ３回 ７回

702

用途地域（低層
住居専用地域）
の敷地面積最低
限度指定事業

都市計画審議
会への報告

報告回数 ２回 １回

23 総
優良建築物整備
事業

茅ヶ崎駅周辺市街地にお
ける土地の集約化、建物
の共同化及び街区の整備
等を進めるため、民間再
開発事業に助成を行うた
め

再開発
事業者

政
策

相談件数 １件 １件 ０件

当該事業を希望する
事業者はいなかった
が、体制は整ってい
た。

Ａ 未 低 低 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

23
優良建築物整備
事業

事業計画者か
らの相談にお
ける事業への
積極的な誘導

相談件数
（年間）

１件 ０件

事業計画者に
対する優良建
築物等整備事
業への誘導

相談事務の適
正処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

24 総
マンション建替
事業の円滑化業
務

マンション建替えの円滑
化等に関する法律に基づ
き、建替えが法的枠組を
もって円滑に実施できる
ように認可事務や監督事
務を行うため

権利者
等事業
計画者

定
例
定
型

相談件数 １件 １件 １件
事業に向けた相談を
適切に誘導し成果が
出ている。

Ａ 未 中 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

24

マンション建替
事業の円滑化業
務

住民や事業者
からの相談に
おける、法に
基づく適切な
誘導

相談件数
（年間）

１件 １件

住民や事業者
からの相談に
おける、法に
基づく適切な
誘導

相談事務の適
正処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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事業の指
標の達成

状況

活動指標の名称

24

マンション建替
事業の円滑化業
務

許認可等の事
務処理

許認可件数 １件 ０件
許認可等の事
務処理

許認可事務の
適性処理

１００％
(件数)

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

25 総
土地区画整理事
業換地図等の閲
覧事務

市域で実施された或いは
実施されている土地区画
整理事業の換地図等を閲
覧させるため

申請者

定
例
定
型

受付件数 ２０件 年２４５日 15件

15件の申請に対し
て適切に事務を行っ
ており、成果が出て
いる。

Ａ 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

25

土地区画整理事
業換地図等の閲
覧事務

文書保存され
ている土地区
画整理事業の
換地図等閲覧
事務

受付件数
（年間）

２０件 １６件

文書保存され
ている土地区
画整理事業の
換地図等閲覧
事務

受け付け事務
の適正処理

１００％
(件数)

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

26 総 土砂の適正処理

神奈川県土砂の適正処理
に関する条例に基づき意
見書を提出し市民生活の
安全を確保する

届出事
業者

定
例
定
型

意見書提出
件数

０～１件 №２２へ統合 未 中 中 中
現状維

持
なし

予
算
な
し

26 土砂の適正処理 №２２へ統合

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等伴う諸現象による同時
多発的災害が発生した場
合に、被害を軽減し、応
急対策活動を部、課とし
て迅速的確に対処する

全市民
等

定
型
定
例

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

５月 ７月

部の災害応急
対策活動マ
ニュアルの検
証及び見直し
等（毎年）

マニュアルの
検証及び見直
し

５月

888
災害応急対策活
動

災害情報の収
集及び部内各
班への連絡体
制をとるとと
もに、応急対
策準備に必要
な職員を配備
等
（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備
（都市部全職
員）

５９名 ５９名

災害情報の収
集と部内連絡
体制の整備、
応急対策への
職員の配備等
（災害等発生
時）

応急対策準備
に必要な職員
を配備
（都市部全職
員）

６０名

888
災害応急対策活
動

部の災害対策
活動の総括等
（災害等発生
時）

部の災害対策
活動の総括

随時 なし

部の災害対策
活動の総括等
（災害等発生
時）

部の災害対策
活動の総括

随時

888
災害応急対策活
動

部内の連絡調
整及び庶務等
（災害等発生
時）

部内の連絡調
整

随時 なし

部内の連絡調
整及び庶務等
（災害等発生
時）

部内の連絡調
整

随時

888
災害応急対策活
動

都市部関係の
被害状況調査
の取りまとめ
及び被害状況
の把握等
（災害等発生
時）

被害状況調査
の取りまとめ

随時 なし

都市部関係の
被害状況の把
握、調査事項
の取りまとめ
等
（災害等発生
時）

被害状況調査
の取りまとめ

随時

888
災害応急対策活
動

本部との連絡
調整等
（災害等発生
時）

本部との連絡
調整

随時 なし

本部との連絡
調整等
（災害等発生
時）

本部との連絡
調整

随時

888 総 庁内共通事務

定
型
定
例

999 総 部内調整事務

定
型
定
例


